令和6年4月1日作成様式

介護予防・日常生活支援総合事業
（介護予防訪問介護相当サービス、緩和した基準による訪問型サービス（定率）
指定申請に係る添付書類一覧　点検表（チェックリスト）

申請（開設）者名：　　　　　　　　　　　　　　事業所名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	提出書類
	様式等
	チェック項目

	□
	指定申請書
	別紙様式第三号(四)
	□　申請者名称、代表者職名・氏名・生年月日・住所が登記簿謄本と一致しているか

□　実施事業、事業開始予定年月日等が正しく記入されているか



	□
	指定に係る記載事項
	付表第三号（一）
	□　事業所名称、所在地が付表及び運営規程と一致しているか
□　訪問介護事業の実施について定めてある定款・寄附行為等の条項を記載しているか

□　管理者が兼務する場合の記入をしているか

□　訪問介護員等の勤務形態毎の人数が、勤務形態一覧表、運営規程と一致しているか

□　訪問介護員等の常勤換算数が勤務形態一覧表と一致しているか



	□

	申請者の定款、寄附行為等（写し）
	
	□　定款と登記簿謄本の商号、所在地が一致しているか
□　定款の目的欄に申請事業を実施する旨の記載があるか（変更される場合は、事前に法人所轄庁に相談ください。）

□　変更手続き中の場合は、議事録（写し）が添付されているか


	□
	法人登記簿謄本

（登記事項証明書の場合は、履歴事項証明書とすること）
	
	※他事業で原本を提出している場合は写しで可。その

場合、原本を添付した事業所の事業所番号、事業所名を余白に記入してください


	□
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表

※記載例を参照して作成すること
	標準様式１－１
	・　管理者及び従業者全員の毎日の勤務時間数（４週間分）を記載（記載例を参照ください）
・　職種は、管理者・サービス提供責任者・訪問介護員・その他（事務員等）に区分して記載

・　常勤換算は、管理者・その他（事務員等）を除き、サービス提供責任者を含む訪問介護員等の勤務延時間数により換算する

□　管理者は常勤か

□　訪問介護員等の数が基準を満たしているか

・　管理者としての勤務時間数を除き、常勤換算方法で２．５名以上

· サービス提供責任者が基準を満たしているか

・　事業の規模に応じて１人以上の者をサービス提供責任者としなければならないこと

・　常勤かつ専従（当該訪問介護事業所の管理者との兼務を除く）を基本とすること

・　非常勤のサービス提供責任者を配置する場合

　①　１人を超えるサービス提供責任者を配置しなければならない事業所においては、原則として１人分のみ常勤換算を可能とする(１人分以外は常勤者)

②　５人を超えるサービス提供責任者を配置しなければならない事業所においては、サービス提供責任者の３分の２以上を常勤者とすること

③　①、②の場合、非常勤のサービス提供責任者については、当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数の２分の１に達していること

※　具体的な計算例については、「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービスに関する基準について（第三の一の１(2)②及び別表一）」及び介護保険最新情報Vol.69の「平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1）について」問35を参照すること



	□
	サービス提供責任者の経歴書
又は
資格証の写し
※Ａ４より大きいサイズのものは、Ａ４サイズに縮小コピーしてください。
	参考様式２
	　「サービス提供責任者の経歴」は下記の書類に代えることが可能です（通知「指定訪問介護事業者のs亭申請等におけるサービス提供責任者の経歴に係る提出書類の取扱いについて」（平成20年7月29日老
　振発第0729002号））
□　サービス提供責任者は下記の資格証等のうちいずれかを添付しているか

　　□介護福祉士（介護福祉士登録証）
　　□介護職員基礎研修課程修了
　　□訪問介護員養成研修１級課程修了
　　□介護福祉士実務者研修課程修了
　　□看護師（准看護師）

□　従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表に記載した氏名の順に並べているか


	□
	事業所の平面図

（写真の位置番号付き）
	標準様式２
※各室の用途及び面積の分かるものであれば、当該様式の限りではありません。
	□　当該事業に使用する箇所（事務室、相談室、手指洗浄設備としての洗面所等）及び備品の配置がわかるように作成されているか

□　訪問介護事業専用区画を有しているか

□　事業所内部の備品配置等、レイアウトが示されているか

□　複合施設（住居兼用を含む）の場合は、訪問介護事業所専用部分を表示した、施設全体の平面図を提出すること

□　写真の撮影方向を明示しているか


	□

	事業所の設備・備品等一覧表
	標準様式３
	□　設備基準上配慮すべき設備の内容について実態に即して記入されているか
□　当該事業で使用する事務机、パソコン、ファクシミリ等の台数が明記されているか


	□
	事業所の写真

（平面図の位置番号付き）

（白黒コピー不可）
	
	□　次の写真が添付されているか

□　事業所の外観（建物）

□　相談室

□　事務室内部

□　手指洗浄設備

□　写真はＡ４台紙に貼付しているか（デジカメデータのレイアウト印刷も可）


	□
	運営規程

及び

利用料金表
	
	□　以下の内容が具体的に記載されているか

□　事業の目的及び運営の方針

□　従業者の職種、員数及び職務内容

□　営業日及び営業時間

□　訪問介護の提供方法、内容及び利用料その他費用の額

□　通常の事業の実施地域

□　緊急時等における対応方法

□　その他運営に関する重要事項

□　営業時間については、事業所を開けている時間帯と訪問介護サービス対応が可能な時間帯の両方を記載しているか

□　利用料金については、利用者に説明するための利用料金表が添付されているか


	□
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

（重要事項説明書の該当頁写し又は掲示物の該当部分写しでも可）

	標準様式４
	□　常設の窓口を設けているか

□　事業所のスタッフから担当者を選任しているか

□　処理体制や手順が適切か

	□

	介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
	別紙５０
別紙１－４


	□　介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の記載事項と勤務体制が一致しているか
□　算定する加算に必要な加算様式及び添付書類が添付されているか（別紙チェックリスト参照）



	□
	暴力団排除誓約書


	参考様式１

	□　偽りなく記載されているか
□　法人所在地及び名称、代表者の職氏名が記載されているか

□　誓約書の日付が記載されているか

□　代表者、役員の氏名、生年月日及び住所が記載されているか

□　社会福祉法人や医療法人の場合

□　理事長、理事、監事

□　株式会社等の場合

　　　□　代表取締役、取締役、監査役
□　管理者の氏名、生年月日及び住所が記載されているか



	□


	第１１５条の４５の５第２項に該当しないことを誓約する書面
	標準様式５
	□　偽りなく記載されているか
□　法人所在地及び名称、代表者の職氏名が記載されているか

□　誓約書の日付が記載されているか



	□


	指定に必要な書類一覧（チェックリスト）
	当該様式
	□　すべての項目と申請書類をチェックしてチェックを入れたか


	□
	パンフレット
	
	□　事業所で制作したパンフレット等があれば、１部添付してください。



· 書類の提出前に「指定申請に必要な書類一覧（チェックリスト）」により漏れがないか確認の上、ご提出ください。
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